
平成　　年　　月　　日

　宮崎市長　様

	ふ　り　が　な

氏　　　　　名

（会社名代表者名）
	

	
	

	住　　　　　所

（所　在　地）
	〒　　　－

電話番号　　　－　　　　　

	職　　　　　業

（職　　　種）
	
	連　絡　先

（勤務先等）
	電話番号　　　－　　　　　

	１　特区（構想）名



	２　特区の事業プラン（どの規制を緩和・撤廃して、だれが、どういった事業を展開するかを具体的にお書き下さい）

	(1) 事業実現のために緩和・撤廃すべき規制項目



	(2) 事業を実施する主体（事業者）



	(3) 規制緩和・撤廃により実現する事業の内容



	３　特区の区域およびその理由



	４　特区の実現により期待される地域活性化等の効果・目標等



	※注）構造改革特区制度には、新しい特区の構想提案と、既に提案が出され規制の緩和が認められた項目の中から、地域のニーズにあったものを選び、具体的な事業計画をつくって国に申請を行う認定申請の２種類があります。

　　構想提案　新しい規制緩和の提案で、国に対して、どなたでも直接、提案することもできます。

　　認定申請　既に国において認められた規制の特例措置（緩和）を活用し、具体的に実施しようとするもので、地方公共団体（県や市町村）が申請できます。
地方公共団体以外の方は市町村や県に計画案を提案することになります。


構造改革特区　　　　　　提案書





構想提案


認定申請








※注）どちらかに○を記入してください








